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要 旨 

概 要 

進めています、木造住宅の耐震化。 

お問い合わせ先 

令和６年能登半島地震後、住宅の耐震化に関する問い合わせが増えています。この機会

に住宅耐震化に関する正しい情報を周知し、耐震診断の大切さについて改めて啓発すると

ともに、補助等の申請増加に応えられるよう来年度予算を増額するなど、木造住宅の耐震化

に向けた取組を進めています。 

 

●住宅の耐震化の目標と現状 

       目標：令和 7年度末までに耐震化率 ９５．０％ 

現状：令和元年度末時点で耐震化率 ８９．０％（Ｈ３０住宅・土地統計調査による） 

 

●能登半島地震後の問い合わせ状況 

     無料耐震診断の申込み  月平均 約９件 ➡ 令和 6年１月は約６０件 

     ※住宅の耐震化への意識が高まっていることが伺えます。 

 

このような中、耐震化率の目標達成に向け、以下の取組を進めています。（詳細は別紙） 

 

①耐震診断の大切さを周知 

 ・公式ＳＮＳや広報紙で無料の耐震診断を案内 

 ・無料診断の対象となる全戸に申込書を同封したダイレクトメールを送付（年度内に） 

②令和６年度予算で事業費を増額 

   ・耐震診断実施後の選択肢となる「耐震補強工事」若しくは「除却工事」に対する支援の

ため、補助金の予算を増額 

沼津市役所 都市計画部 まちづくり指導課 

直通：０５５－９３４－４８８５  

 

 

 



 別 紙  

進めています、木造住宅の耐震化。 

都市計画部まちづくり指導課 

 

 令和６年能登半島地震では、多くの木造家屋に倒壊等の被害が発生したと報告さ

れています。大切な財産や命を守るためにも住宅の耐震化は重要です。 

 沼津市では、静岡県が進める木造住宅耐震化プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ（東海・

倒壊）－０」と連携し、昭和 56 年５月以前に建てられた木造住宅を対象に無料耐

震診断の実施や補強工事に対する補助などを進めています。 

 

●沼津市の耐震化の現状 

目標 現状 

令和７年度末までに 令和元年度末 

（※Ｈ30住宅・土地統計調査より） 

９５．０％ ８９．０％ 

 （※非耐震の木造住宅 7,605戸） 

（※住宅・土地統計調査は５年ごとに実施。令和５年度の調査結果は本年公表） 

 

  目標の達成に向けて、無料耐震診断の対象となる全戸へのダイレクトールの送

付や、静岡県建築士会と連携し「静岡県耐震診断補強相談士」による戸別訪問の

ほか、広報紙やＳＮＳを使って事業の周知や啓発を行ってきました。 

 

●目標達成に向けて 

①耐震診断の大切さを周知します。 

  令和５年は月平均９件程度で推移していた無料耐震診断の申し込みが、令和６

年能登半島地震後、１ヶ月で 59件（1/26時点）と６倍以上の申し込み実績とな

っており、市民の住宅耐震化への意識が高まっていることが伺えます。 

  このような状況の中で、耐震化に向けた正しい情報を周知する必要があるため、

今年度中に、無料診断の対象となる全戸に対し申込チラシを同封したダイレクト

メールを送付するほか、「広報ぬまづ」３月１日号で半ページの特集を掲載する

など全世帯に対して周知を行ってまいります。 

 

②令和６年度予算を増額します。 

  無料の耐震診断の申込件数が増加していることを受け、診断実施後の選択肢と

して考えられる「耐震補強工事」または「除却工事」に対する補助を進めるため、

令和６年度は当該事業費を増額して、市として木造住宅の耐震化を全面的に支援

してまいります。 



木造住宅の補強計画作成及び耐震補強工事にかかる費用を、
一般世帯は最大100万円、高齢者世帯等は最大120万円まで補助します。


